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      ２．「発達障害児・者への支援に当たっては幼児期から成人までの各ライフステー
ジを考慮した連続的な支援、地域生活の中での支援が必要である。」 
      ３．「発達障害の診断や訓練の手法は未だ確立していない。現時点で科学的にもっ
とも妥当な手法をとり、施策の実施とへ移行して研究等を進め、適宜見直しを
することが必要である。」 
      ４．「知的障害をもたない自閉症は、法に規定されていないために施策が整備され
ていない。発達障害のための法整備等の対応が必要である。」 









































    ２ 国及び地方公共団体は、発達障害児に対し、発達障害の症状の発現後できるたけ早
期に、その者の状況に応じて適切に、就学前の発達支援、学校における発達支援そ
の他の発達支援が行われるとともに、…（略）…必要な措置を講じるものとする。 
    ４ 国及び地方公共団体は、発達障害者の支援等の施策を講じるに当たっては、医療、
保健、福祉、教育及び労働に関する業務を担当する部局の相互の緊密な連携を確保
するとともに、…（略）…。 
  第５条 市町村は、母子保健法（昭和40年法律第141号）第12条及び第13条に規定する健康
診査を行うに当たり、発達障害の早期発見に十分留意しなければならない。 
    ２ 市町村の教育委員会は、学校保健法（昭和33年法律第56号）第４条に規定する健康
診断を行うに当たり、発達障害の早期発見に十分留意しなければならない。 










    ４ 市町村は、前３項の措置を講じるに当たっては、当該措置の対象となる児童及び保
護者の意思を尊重するとともに、必要な配慮をしなければならない。 
    ５ 都道府県は、市町村の求めに応じ、児童の発達障害の早期発見に関する技術的事項
についての指導、助言その他の市町村に対する必要な技術的援助を行うものとする。 
  第６条 市町村は、発達障害児が早期の発達支援を受けることができるよう、発達障害児の
保護者に対し、その相談に応じ、センター等を紹介し、又は助言を行い、その他適
切な措置を講じるものとする。 
    ３ 都道府県は、発達障害児の早期の発達支援のために必要な体制の整備を行うととも
に、発達障害児に対して行われる発達支援の専門性を確保するため必要な措置を講
じるものとする。 
  第14条 都道府県知事は、次に掲げる業務を、社会福祉法人その他の政令で定める法人であ
って当該業務を適正かつ確実に行うことができると認めて指定した者（以下「発達
障害者支援センター」という。）に行わせ、又は自ら行うことができる。 
      １ 発達障害の早期発見、早期の発達支援等に資するよう、発達障害者及びその家
族に対し、専門的に、その相談に応じ、又は助言を行うこと。 
      ３ 医療、保健、福祉、教育等に関する業務（次号において「医療等の業務」とい
う。）を行う関係機関及び民間団体並びにこれに従事する者に対し発達障害に
ついての情報提供及び研修を行うこと。 
      ４ 発達障害に関して、医療等の業務を行う関係機関及び民間団体との連絡調整を
行うこと。 
      ５ 前各号に掲げる業務に附帯する業務 
  第19条 都道府県は、専門的に発達障害の診断及び発達支援を行うことができると認める病
院又は診療所を確保しなければならない。 
    ２ 国及び地方公共団体は、前項の医療機関の相互協力を推進するとともに、同項の医
療機関に対し、発達障害者の発達支援等に関する情報の提供その他必要な援助を行
うものとする。 
  第22条 国及び地方公共団体は、医療又は保健の業務に従事する者に対し、発達障害の発見
のため必要な知識の普及及び啓発に努めなければならない。 














































  第３条 





    ３ 発達障害者の支援等の施策が講じられるに当たっては、発達障害者及び発達障害児
の保護者（親権を行う者、未成年後見人その他の者で、児童を現に監護するものを
いう。以下同じ。）の意思ができる限り尊重されなければならないものとする。 





  第５条 
    ２ 市町村の教育委員会は、学校保健法（昭和33年法律第56号）第４条に規定する健康
診断を行うに当たり、発達障害の早期発見に十分留意しなければならない。 
  第７条 市町村は、保育の実施に当たっては、発達障害児の健全な発達が他の児童と共に生
活することを通じて図られるよう適切な配慮をするものとする。 




    ２ 大学及び高等専門学校は、発達障害者の障害の状態に応じ、適切な教育上の配慮を
するものとする。 
  第９条 市町村は、放課後児童健全育成事業について、発達障害児の利用の機会の確保を図
るため、適切な配慮をするものとする。 
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障害者の特性に応じた適切な就労の機会の確保に努めなければならない。 
    ２ 都道府県及び市町村は、必要に応じ、発達障害者が就労のための準備を適切に行え
るようにするための支援が学枚において行われるよう必要な措置を講じるものとす
る。 











































  第３条 





    ３ 発達障害者の支援等の施策が講じられるに当たっては、発達障害者及び発達障害児
の保護者（親権を行う者、未成年後見人その他の者で、児童を現に監護するものを
いう。以下同じ。）の意思ができる限り尊重されなければならないものとする。 





























































  第４条 国民は、発達障害者の福祉について理解を深めるとともに、社会連帯の理念に基づ
き、発達障害者が社会経済活動に参加しようとする努力に対し、協力するように努
めなければならない。 
  第６条 市町村は、発達障害児が早期の発達支援を受けることができるよう、発達障害児の
保護者に対し、その相談に応じ、センター等を紹介し、又は助言を行い、その他適
切な措置を講じるものとする。 
    ３ 都道府県は、発達障害児の早期の発達支援のために必要な体制の整備を行うととも
に、発達障害児に対して行われる発達支援の専門性を確保するため必要な措置を講
じるものとする。 
  第７条 市町村は、保育の実施に当たっては、発達障害児の健全な発達が他の児童と共に生
活することを通じて図られるよう適切な配慮をするものとする。 
  第９条 市町村は、放課後児童健全育成事業について、発達障害児の利用の機会の確保を図
るため、適切な配慮をするものとする。 




  第12条 国及び地方公共団体は、発達障害者が、その発達障害のために差別されること等権
利利益を害されることがないようにするため、権利擁護のために必要な支援を行う
ものとする。 
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      １ 発達障害の早期発見、早期の発達支援等に資するよう、発達障害者及びその家
族に対し、専門的に、その相談に応じ、又は助言を行うこと。 
      ２ 発達障害者に対し、専門的な発達支援及び就労の支援を行うこと。 
      ３ 医療、保健、福祉、教育等に関する業務（次号において「医療等の業務」とい
う。）を行う関係機関及び民間団体並びにこれに従事する者に対し発達障害に
ついての情報提供及び研修を行うこと。 
      ４ 発達障害に関して、医療等の業務を行う関係機関及び民間団体との連絡調整を
行うこと。 
      ５ 前各号に掲げる業務に附帯する業務 
  第20条 国及び地方公共団体は、発達障害者を支援するために行う民間団体の活動の活性化
を図るよう配慮するものとする。 
  第21条 国及び地方公共団体は、発達障害に関する国民の理解を深めるため、必要な広報そ
の他の啓発活動を行うものとする。 
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（６）障害者基本法第３条には、「すべて障害者は、個人の尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活
を保障される権利を有する。 ２ すべて障害者は、社会を構成する一員として社会、経済、文化その
他あらゆる分野の活動に参加する機会を与えられる。 ３ 何人も、障害者に対して、障害を理由とし
て、差別することその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない。」とある。 
 
